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デジタル技術革新と放送メディア市場
　　　　　　における差別価格形成
中　村　　　清
1　はじめに
　デジタル技術革新が寡占的な放送メディア市場を競争的な市場構造に変えよ
うとしている。デジタル技術によって従来の周波数帯域を複数のチャンネルに
分けることも，また高晶位の映像を送信することも可能となった。さらに送信
される画質は劣化しないばかりか，加工も容易となっている。また音声・デー
タ・制御信号なども同一的な処理が可能となり，情報通信と放送の融合が生じ
ている。
　デジタル技術がもたらした最大の変化は，これまでのように不特定多数を対
象とした放送メディア市場を視聴者が特定化できる宛先型ネットワーク市場に
変えた点にある。またスクランブル技術によって視聴者と放送事業者が直接取
引する有料放送市場が誕生し，コンテンツ（番組内容）の対価性が問われるよ
うになっている。すなわち，一般の財やサービスの市場と同じように，視聴者
が自らの選好に基づいてコンテンツを選ぶ放送メディア市場が形成されつつあ
る。
　こうした競争的な市場の下で多数の視聴者を獲得するためには，放送事業者
はますますハリウッドの映画やワールドカップあるいはオリンピックのような
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スポーツ番組の確保が重要な戦略となる。ここではプレミアム番組である映画
番組に焦点を当て，価格差別化戦略の経済的な意義について検討を加える｛1〕。
2　映像番組の流通とウィンドウズ戦略
2－1映画におけるウインドウズ戦略
　ハリウッドの新作映画はまず初めに大都市圏のロードショー館で公開され，
続いて地方都市の映画館に移される。ほぼ同時にホテルや飛行機の中で上映さ
れるようになり，やがてビデオ店で貸し出されたり，販売されるようになる。
そしてしばらくすると，地上波放送や衛星放送あるいはケーブルテレビで上映
されるのが一般的な流通過程である。このように時問の経過に伴って放送され
る窓口が変わってゆくことをウィンドウズ（windows）と呼ぶ。
　米国においてはビデオ店でレンタルされたり，販売されるビデオの約80％は
映画と言われている。またP　P　V（Pay　Per　View）の約60％，有料放送のおよ
そ80％を映画が占めている。米国における映画のウィンドウズは，一般的に，
まずロードショー公開されてから約6ヶ月後にビデオ化され，さらに2ヶ月後
にケーブルテレビのP　P　Vや衛星放送などの有料放送で放映されるようになる
と言われている。そして30－36ヶ月後に広告無料の地上波テレビで放送される
ようにな孔一般的に，映画産業の収入のおよそ47％はビデオからの収入であ
るのに対して，映画館からの収入は29％ほどに過ぎないと言われる。
　第1表は，1980年代後半の米国における映画のウィンドウズの変化と封切り
後の経過時間を示している。これによれば，封切りの映画は6ヶ月ほどでビデ
オとして貸し出されたり，あるいは販売されたりする。そして9ヶ月後に有料
のケーブルテレピで放送され，さらに1年から3年後に一般の地上波テレビに
登場している。
　Owen　and　Wildman［1992］によれば，このようなウィンドウズ戦略が利潤
最大化につながるかどうかは，次の6つの要素を考慮する必要がある。第一に
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第1表映画のウインドウズ（1980年代後半の米国）
ウインドウ　　　　　　　　　封切り以後の月数
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　　　　　　出所：0wen　and　W1dman＝i19921，P．30．
ウィンドウ毎の差別価格，第二にウィンドウ毎の視聴者の増加数，第三に機会
費用を計算するための割引率，第四にあるウインドウから他のウィンドウに移
行する時問，第五にコピーを取られる可能性，第六に視聴者の関心が薄らぐ速
さである（2）。
2－2　ウインドウ戦略と映画制作・配給市場への影響
　映画制作会社はできる限り有名な俳優や有能な監督を起用することによって
映画をヒットさせたいと考えるが，そのためには莫大な予算が必要とされる。
しかし，こうした映画制作費はロードショーからの収入だけでなく，様々な
ウインドウズからの収入を通じて回収される。ここではOwen劃ndWildman
［1992］ならびにWildman　and　Siwek［1993］に基づいて，映画制作のウィン
ドウ載略について検討する。特にウィンドウからの収入見込みが制作の費用・
予算に与える影響，ウィンドウズの展開と映画会社と映画配給会社との間の交
渉カヘの影響について考察する。
　第1図と第2図は映画制作のための予算・収入・製作ならびに流通費用の関
係を示している。いずれの図においても，横軸は映函制作の予算（B）を表し，
縦軸は収入（R），制作費用（P），流通費用（D）ならびにその合計である総費
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第1図　映画とウィンドウズ：ウィンドウがひとつの場合
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出所：0we皿andWi－dm狐I19921，P．42．
用（TC）を示している。ただし，流通費用（D）は常に一定（D）とする。こ
れに対して制作費用（P）は有名な俳優や監督，あるいは高度なコンピュー
タ・グラフィックス技術を使えば使うほど直線的に増加すると想定する。第
1図はウィンドウがひとつの場含であり，第2図はウィンドウが2つの場合
を表している。
　第1図ではウィンドウがひとつしかしないために，ロードショーで利潤最
大化を図らねばならない。利潤は総費用曲線（TC）と収入曲線（R）の差で示
される。しかし，利潤が最大となるのは収入曲線の接線の傾きと総費用曲線
の傾きが同じとなるBである。従ってBは利潤最大化を促す予算額を示して
いる。
　これに対して，第2図は上映されるウィンドウが2つある場合を描いてい
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第2図　映衝とウィンドウズ：ウィンドウがふたつの場合
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乱RlとR・はそれぞれ第1番目のウィンドウから得られる収入と第2番目の
ウィンドウから得られる収入を表している。また第1番目のウィンドウに配
給するための流通費用も，また第2番目のウィンドウに配給するための流通
費用も同じ（D）と想定されているので，第1番目と第2番目の両方のウィン
ドウを考慮した場合の総収入はRcで示される。明らかに初回のウインドウだ
けを考えた場合には，収入はR、に止まり，超過利潤は発生しない。従ってこ
の場合に収支均衡をもたらす予算はB・という比較的低い水準に止まる。しか
し2番目のウィンドウに配給すれば，R。という収入が生ずる。そしてこの2
つのウィンドウの収入の合計はRcとなるから，超過利潤が発生する。この場
合，総費用（TCc）と総収入（Rc）との格差が最大化となる点で利潤が最大化
されるから，Bcが映画制作の予算額となる。すなわち，ウィンドウが2つあ
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る場合の製作予算は，ウィンドウがひとつしかない場合の制作予算よりも大き
くな乱すなわち，映画の制作にどのくらい費用を費やすかは2番目以降の
ウィンドウにおける収入見込みに依存することになる。言い換えるなら，2番
目以降のウィンドウからの収入が，初回のウィンドウからの収入（Rl）と初回
の総費用（TCl）との格差を賄って余りあるなら，映画会社は大型の予算
（Bc）を組んで映画を制作するはずである。2番目以降のウィンドウにおけ
る収入見込みが大きければ大きいほど，いわゆる大作映画が制作されることに
なる。Owen　and　Wi1dman［！992］によれば，米国におけるケーブルテレビの
普及によって映画のウィンドウが広がり，主要なハリウッド映画会社の予算は
1976年から1985年の聞に122％増大したと言われる。このように第1番目の
ウィンドウの収入だけではその制作費用を賄えないとすれば，この映画を制作
するかどうかの判断は2番目以降のウィンドウからの収入に依存している。
　しかし，ウィンドウ戦略がどのような収入をもたらすかは，映画制作会社と
映画配給会社との競争関係に依存している。すなわち，映画制作会社の収入は
配給市場における売り手（映画会社）と買い手（配給会社）との競争力によっ
て左右される。例えば，米国においては1991年のフィンシン・ルール
（financialinterestmle）によってネットワーク（当時はABC，CBS，N
B　Cの三大ネットワーク）による番組の所有が禁止され，制作会社に番組の所
有権が与えられたために，番組制作プロダクションの交渉力が高まり，プロダ
クション側は二次市場における収入を見込んだ差別価格戦略を取ることが可能
となった。一度上映された番組が売買されるオフ・ネットワークのシンジケー
ション市場で高く売れる可能性があれば，ネットワークに対しては低い価格で
売却し，二次市場で取り戻す差別価格の導入が可能となっている。このように
ウィンドウ戦略とそれを支える二次市場や規制政策は制作会社と配給業者との
競争関係に大きな影響を与えている（3〕。
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第3図　映繭のウィンドウズ戦略と差別価格形成
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3　ウィンドウズ戦略と異時点間差別価格
3－1映画のウィンドウズ戦略とその経済的意義
　ウィンドウズ別の差別価格は，支払意思額の大きさに応じて視聴者を区分で
きる場合に有効である。例えば，封切り映画を見たいと思う人の支払意思額は
普通の人よりも高いから，ロードショーの料金は高く設定できる。これに対し
て後で見ればよいと考える人の支払意思額は低いので，封切り後の映画館での
料金は低くならざるを得ない。また映画は，一般に封切り後1－2年経つと，
地上波広告放送でキラー・コンテンツとして放映される。この場合には視聴者
の負担はゼロであるが，実際にはこの番組のスポンサーや広告主が広告費を価
格に上乗せするから，間接的には支払っていることになる。このようにウィン
ドウ戦略は，「映画をいつ見るか」という視聴者の「消費のタイミング」と時
間差を利用して価格に差異を設け，利潤の最大化を図ろうとする差別価格戦略
として捉えることができ乱
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　映画のようなコンテンツに対する差別価格は，第3図によって説明できる。
映画のウィンドウ別の差別価格と一般の差別価格の重要な違いは，消費者が嗜
好や選好ではなく，時聞によって区分されるという点にある。映画の場合には
ウィンドウ間の時閻差は重要であり，封切り後の時聞が短ければ短いほど支払
意思額は高くなり，従って料金も高く設定できるからである。
　利潤最大化を目的とする映画製作者あるいは映画配給会社にとっては，どの
ようにウインドウの順序やウインドウ間の時問的な長さを決めるかが重要な戦
略となる。とりわけ近年ウィンドウの数が増加しているために，ウインドウ別
にどのような差別価格戦略を取るべきかの判断はますます難しくなっている。
また映画番組はジャンル，観客の年齢・性別，その選好によってその観客数は
大きく影響を受けるために，ヒットした場合には封切期問を延長したり，また
逆にヒットしなければ封切期間を短くし，ビデオ化を急ぐなどの柔軟なウィン
ドウズ戦略が求められる。時にはヒットした映画の場合でも，封切り後レンタ
ル・ビデオとして市場に放出するより前にビデオとして販売する戦略が取られ
ることもある。
　映画の需要については，顧客問の社会的な依存関係を考慮する必要がある。
なぜなら映像番組に対する選好は，「自分も見た」という共通感や仲間意識が
重要な役割を演ずるからである。これは一種のネットワーク外部性であり，
ちょうど人気あるレストランに長蛇の列ができるのと同じ状態と考えられる。
この場合，Becker［1991］が指摘するように，需要曲線は通常の右下がりでな
く，右上がりとなる可能性がある。ヒットした映画の場合，封切り映画館の席
数は固定されており，供帯量が時間的にも空間的に制限されるために，需要曲
線は一定の価格の下で二つの均衡解を持つ可能性が生ずる。この場合，価格は
不変であるから，供給量を超えた部分の需要は価格機構による配分ではなく，
「行列」という物理的な配分が行われることになる。
　一般に，このような差別価格戦略が独占市場で成り立つためには，次の3つ
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の条件が満たされねばならない。第一に，独占企業が嗜好や選好によってそれ
ぞれの視聴者がどのグループに所属するかを識別できなければならない。第二
に，視聴者間で再販売が不可能か，あるいは少なくとも大きな費用を要するた
めに，独占企業が完全な市場支配力を有すること。第三に，視聴者はその財や
サービスに対して別々の需要の価格弾力性を持っていること。
　視聴者の選好に応じて個別に価格を設定することができれば，放送事業者は
その独占利潤を最大にすることができる。なぜなら消費者余剰のすべてを生産
者余剰として吸収することができるからである。現実には多数の視聴者の選好
と個々の視聴者の「需要の価格弾力性」を完全に識別することは難しい。しか
し，個々の視聴者の選好に関しては番組供給側と視聴者の問に情報の非対称性
が存在するとしても，視聴のタイミングを変えることによって独占的な利潤を
拡大することは可能であろう。ここでは映画におけるウインドウ戦略を意識し
ながら異時点聞における差別価格の理論的枠組みについて考察する（4〕。
3－2異時点聞差別価格の理論的枠組み
　新製晶や新しいサービスの価格は，時聞と共に低下するのが普通である。映
画の場含，封切り館で見ようとすると料金は高いが，一般の映画館で公開され
るようになればその料金は低下していく。このように消費者の中でも最もそれ
を欲しがっている人に高い価格で販売し，やがて少しずつ価格を下げて買う気
のない消費者の購買意欲を高めようとする差別価格戦略が取られる。このよう
な差別価格は異時点間差別価格（intertempor盆1pr｛ce　discri㎜ination）と呼ばれ
る。
　ここではStokey（1979）とVaria皿（1991）に基づいて，独占企業の異時点
間差別価格について考えてみよう。いま消費者グループがすぐに買いたいと考
えている消費者（C1）と後で買ってもよいと思っている消費者（C。）とに二分され
るとしよう。前者が支払ってもよいと考えている留保価格をr1，後者が付け
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る留保価格をr。で表わそう。当然ながらr1＞r。と想定する。時聞の経過を重
視するので，将来における消費を現在価値に割り引くための割引率を
d（0＜d〈1）で示す。ここでは供給する独占企業の割引率も消費者の割引率と
同じ（d）とする。また2単位分（すなわち，第一期と第二期）の生産費用はゼ
ロとする。
　いまこの独占企業が第一期には購買意欲の高い消費者c1に対してpiという
高い価格を付け，第二期には購買意欲のそれほど高くない消費者C。に対して
plよりも低い価格p。を付けるとする。買うか買わないかは，それぞれの消費
者が価格の現在価値をどのように判断するかに依存する。すなわち，すべての
判断は自己選択に基づくとする。このような消費者の自己選択行動は以下のよ
うに表すことができる。
・1－Pi＞d（・1－P。）
d（・rP。）≧・。一P1
（1）
（2）
このふたつの不等式は，
　　　（PrP工）（・r・1）》0
と書き直される。
　明らかに，r、＞r。という前提条件から，p1＞p。でなければならない。すなわ
ち，第一期の価格は第二期の価格より高くなければならないことを意味してい
る。
　Varian（1991）は，このような自己選択行動を制約条件として，独占企業が
差別価格によって利潤（p1＋dp。）最大化を図る3つのケースを検討している。
　ケース1：自已選択の制約条件（1〕と12〕が同時に成り立つということは，
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rFr。を意味し，それは前提条件であるr、＞r。に矛盾する。
　ケース2：第二期の留保価格と実際の価格が一致し，自己選択の制約条件
（2）が成り立つ場合には，PFP・でなければならず，均一価格が最適となる。
　ケース3：第二期の留保価格と実際の価格が一致し，自己選択の制約条件
（1）が成り立つ場合には，最適な戦略はr・の価格で購買意欲の高い消費者だけ
を顧客とするか，あるいは相対的に低いr。の価格で両方の消費者を顧客とす
るかの二者択一の選択に迫られる。この場合，第一期の価格を第二期の価格の
2倍にする差別価格，すなわちr1＝2r・によって利潤は最大化されるが，その
時の利潤は均一価格の場合と同じとなる。
　従って，この独占企業が利潤最大化を目的とする限り，（1）第一期と第二期
の区別なく均一価格で販売するか，あるいは（2〕第一期の価格をrlあるいは
r。に設定し，第二期では販売しないことが最適な戦略となる。このことは異
時点聞差別価格が成立しないことを意味している。
　しかし，このような結論は独占企業が利潤最大化以外（例えば成長率最大化
や売上高最大化）の目的で行動したり，消費者間であるいは消費者と企業の間
で現在価値の割引率が異なれば，別の結論が導かれる可能性はあるとVaria・
（1991）は指摘している。例えばケース3の場合，独占企業の現在価値割引率
をwとすると，差別価格が最適な政策となるための十分条件はw＞dである
ことが分かる。すなわち，将来の利益に対して独占企業が消費者に比べて性急
であるとすれば，異時点間差別価格政策が最適となることを示唆している。
　Varian（1991）のモデルにおいては，各販売時期に必ず均一価格で販売する
ことが前提となっている。しかし，第一期に購買意欲の高い消費者に販売して
しまえば，第二期に購買意欲の低い消費者しか残らない。この企業が市場支配
力を持つとすれば，当然ながら第二期には価格を下げて販売しようとするであ
ろう。しかし，もし第一期の消費者がこのような行動を取ることを事前に知っ
ていれば，購入を第二期まで控えてしまう。従って，ゲーム論的には，このよ
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うな均一価格政策は最適解とはならない。この場合，第一期の価格を購買意欲
の低い消費者の留保価格，すなわちp。＝r。に設定し，第一期の間に購買意欲
の高い消費者と低い消費者の両方に販売することが最適な価格政策となる。し
かし，後になればなるほど安く売りたいという誘惑は常に存在しており，購買
意欲の高い消費者だけを顧客とするような価格政策を取ることは現実に難しい。
このようにどの時点においても均一価格で販売するという政策を維持できない
ことが逆に企業の独占力を弱める。
　Coase（1972）は，販売量に制限がない隈り，第一期の価格は最も低い留保
価格（すなわち隈界費用）に設定されることを指摘している。“コースの推測”
（Coasec㎝jecture）と呼ばれるこの条件は，独占企業がどのくらいの頻度で
価格を変更できるかによって大きく変わるはずである。Stocky（1981）は，も
し独占企業が連続的ではなく，ある一定の期問で価格を変えた場合，その期間
が長ければ長いほど，独占利潤は高くなると指摘している。このことは差別価
格の期間が長ければ長いほど，その期間に独占力を発揮できることを考えるな
ら当然と言えるだろう。
4　デジタル・テレビ放送と3つの差別価格形成
　デジタル技術革新がもたらす多チャンネル化・高画質化・高機能化は，双方
向性の向上によって，有料テレビ放送においても異時点間差別価格やコンテン
トの質に基づく差別価格形成も可能にしている。一般に人々がわざわざ映画館
に出かけるのは，広告によって中断されないばかりでなく，大きなスクリーン
と優れた画質と音響で臨場感を味わえるからでもある｛5〕。このことは明らかに
コンテンッの「質」を重視する視聴者が存在することを意味しているから，画
質や音質を重視する視聴者に対しては差別価格戦略を考えることができる。一
般にこうした質を重視する視聴者の所得は高いと考えられるから，従って費用
の負担能力は高く，差別価格の導入は容易と考えられる。以下では，デジタル
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技術革新がもたらす差別価格形成について，Waterman［1999］に基づいて，
次のような3つのケースを考えてみたい。
ケース1：NVOD・VODと差別価格形成
　デジタル技術による圧縮技術の進歩によって，これまでと同じ周波数帯域を
利用して多チャンネルの伝送が可能となった。複数のチャンネルを利用してコ
ンテントを「見たい時に見ること」が可能となり，テレビから時間軸が消えた。
例えば15分や30分毎に一定の時問差を設けて違続的に同じ番組を放送する
NVOD（Near　Video　On　Demand）方式やその時聞差をゼロに縮めて要求に即時
に応じるVOD（Video　On　Demand）方式は，異時点間差別価格の新しい形態
と言えるであろう。
ケース2　数量割引による差別価格形成
　一般の消費財の数量割引戦略ほど顕著でないにしても，デジタル化された放
送番組については視聴の回数の多寡に応じた数量割引を差別価格として用いる
ことができる。例えば，DV　D化された映画番組の場合，映像が劣化しないば
かりか，字幕を入れたり，消したり，あるいはその字幕を英語や日本語に切り
替えたり，さらには俳優のプロフィールや撮影の模様など呼び出したりするこ
とが可能となっている。これまでのビデオとは異なり，映画のみならず，それ
に付随する様々な情報を提供できるようになっている。すでにCR－ROMにつ
いては，録画が何回できるかという録画可能回数に応じて差別価格が採周され
ているが，視聴の回数が何らかの技術によって，例えばDVDと電話線との連
結によって，確認できるとすれば，回数割引という形で差別価格形成を行うこ
とはできる。例えばユ回だけの視聴なら500円，2回なら800円，あるいは2500
円を支払えば無制限というような差別価格が考えられる。
ケース3　画賓による差別価格形成
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第2表　画質と差別価格形成（Watema皿Model）
　　　　　　　視聴者
画質　　　　HV
HQ　　　1，000円
L　Q　　　600円
L　V
500円
400円
鎚所：Watemm，D．I1999］，P19，に基づく。
　一般に映画に興味を持つ人は，できる限りよい画質で見たいと考えるであろ
う。テレビ放送の場合にも，画質にこだわる視聴者は，地上波放送で使用され
ているアナログのNTSC方式に比べて遥かに鮮明な画像を伝送するデジタル
HDTV放送を選択すると思われる（6〕。衛星放送・地上波放送・ケーブルテレビ
のデジタル化が一層進むとすれば，画質にこだわる視聴者はハイビジョンや
HDTVへと転向するであろう。こうした視聴者の高画質に対する支払意思額
は高いと考えられる。従って，画質に対応した差別価格形成が可能となる。現
在でもNHKのハイビジョンやB　S衛星放送を見ようとすれば，通常の受信料
に加えて衛星カラー契約料金を支払わねばならない。これは差別価格形成の典
型的な事例である。
　ここでは，Waterman［1999］の数値例に基づいて，画質による差別価格形
成について考察してみよう。いまテレビの画質はハイビジョンのような高画質
（HQ）と普通の画質（LQ）の2種類に分けられるとする。視聴者もまた画質
を重視する視聴者（HV）と画質を気にしない視聴者（LV）にグループ化され
ると想定しよう。第2表はこうした2種類の画質と2つのグループに分けられ
た視聴者の組み合わせを示している。
　第2表の数値は，この2つのグループの視聴者が高画質と普通の画質に対し
てそれぞれ支払ってもよいと考えている支払意思額を示している。ただし番組
の制作・流通，テレビ受信機の費用はゼロとする。ここでは画質を重視する視
聴者（HV）は，高画質（HQ）に対して1，000円を支払う意思があるが，普通
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の画質（LQ）しか見られない場合には，その支払意思額は600円に下がると想
定する。これに対して画質にこだわらない視聴者（LV）のハイビジョンのよ
うな高画質（HQ）に対する支払意思額は500円であり，通常の画質（LQ）に
対する支払意思額である400円と比較して100円しか高くないとするω。
　もし通常の画質（LQ）しか伝送されなければ，放送事業者は400円の価格し
か付けられない。なぜなら，400円に価格を設定すれば，画質にこだわらない
視聴者（LV）と画質にこだわる視聴者（HV）の両グループを確保し，総収入
を最大化できるからである。もし価格を600円に設定すると，画質にこだわる
視聴者しか視聴しないために，総収入は両方のグループを顧客とした場合の総
収入より少なくなってしまう。
　次にハイビジョンのような高画質（HQ）だけしか視聴できないケースを考
えてみよう。この場合，画質にこだわる視聴者の支払意思額は1，O00円である
が，画質にこだわらない視聴者の支払意思額は500円に過ぎない。従って，価
格を500円に設定して両方のグループを顧客としても，また1，000円に設定して
画質にこだわる視聴者を顧客としても，最大収入は1，O00円となるから，この
場合どちらの価格を付けても総収入は変わらない。
　ここで多チャンネル化によって高画質と通常の画質のいずれかを選択できる
ようになったとしよう。この場合にどのような差別価格を行えば利潤を最大化
できるかを考察してみよう。画質にこだわらない視聴者（LV）は，ハイビ
ジョンのような質の高い映像が視聴可能であるとしても，500円しか支払う意
思はないから，もし高画質の価格が500円以上であれば400円で普通の画質を選
択するであろう。これに対して画質にこだわる視聴者（HV）は，もし普通の
画質の価格が400円であれば’自分の支払意思額（600円）より低いので普通の
画質で我慢するか，あるいは自分の好む高画質に移行するかという選択に迫ら
れる。画質を重視する視聴者が高画質に移行するかどうかは明らかに消費者余
剰の変化に依存する。
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　いま放送事業者が800円の価格を高画質に付けたとしよう。この場合，画質
にこだわる視聴者は高画質を選び，画質にこだわらない視聴者は400円で普通
の画質を選択するであろう。しかし画質にこだわる視聴者にとって高画質に移
行した場合の消費者余剰は200円（ユ，000円一800円）であり，また普通の画質
で我慢した場合の消費者余剰もまた200円（600円一400円）となるから，どち
らの選択も無差別となる。従って画質にこだわる視聴者に高画質を選択させる
ためには，高画質を選択した時の消費者余剰よりも普通の画質を選んだ時の消
費者余剰より大きくなければならない。100円単位で価格が決まるとすれば，
この場合，高画質の価格を700円に設定するのが最適な差別価格形成となる。
高画質を好む視聴者は700円でハイビジョンのような画質の良い放送を契約し，
普通の画質でよいと考える視聴者は普通の画質の放送を400円で契約する。そ
の緒果，総収入は1，100円となり，差別価格ない場合に比べて総収入は大きく
なる。
5　放送番組の価格形成と残された問題点
　デジタル技術の応用は1970年代初めのフロッピー・ディスケットやC　Dと
いった蓄積型メディアから始まり，やがて1990年代に入ると映像・データの伝
送やデジタル通信へと拡大してきた。コンピュータから始まったデジタル技術
革新は，一挙にその適用範囲を拡大し，電子商取引や情報技術を活用した新し
い市場を創造しつつある。
　放送メディア市場においては，デジタル技術革新によって映像や音声の高質
化が著しい。また双方向性の拡大によって視聴者の選好による放送メディア市
場の階層化・細分化が進み，支払意恩額に応じた差別価格形成の導入が容易と
なっている。現代がこうした絶え聞ない製晶差別化と差別価格戦略の時代であ
ることは，何十年も前にガルブレイスがその著「豊かなる社会」の中で指摘し
ているが，放送メディア市場もまた同じ方向をたどっている。
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　デジタル技術革新はまた放送メデイアの産業組織を大きく変えようとしてい
る。とりわけ，コンテンッ（番組内容）をめぐる競争は一層激しさを増すであ
ろう。ハリウッド映画のように「垂直的に」差別化されたコンテンッの放送権
をめぐる競争は巨額の埋没費用を発生させるために，市場の大きさに関わらず，
自然寡占的な構造になりやすいと考えられる。またデジタル技術革新による新
しい放送サービスとそれに対する視聴者の選好ならびにその支払意思額の変化
は市場行動と市場構造の双方に影響し，新しい放送メディア市場が醸成される
であろう。
　激しい技術革新下にある放送メデイア市場の研究，特に放送番組の流通と差
別価格に関する理論的な研究はまだ緒に就いたばかりである。今後は，放送番
組のバンドリング問題，例えば純バンドリング（pure　bmdli㎎）や混合バン
ドリング（mixed　bundling），放送事業者の垂直統合と差別価格，情報の不完
全性と差別価格などの関係について検討が求められている。
注ω　本稿は1999年に郵政省に設置された「放送経済研究会」で発表された研究の一部であり，また
　　文部省科学研究費補動金（基盤研究B2：課題番号11694038〕・1999年度特定課題研究助成費（課
　　題番号99C－O07）・同特定課題個人研究（課題番号99A－137）・1999隼度電気通信普及財団研究助
　　成・1999隼度サントリー文イ臓団研究助成による研究成果の一部である旬
　12〕0weHnd　Wildmn119921．p．30．
　13）米團において映像番組の売り羊としての映圃会社と員い手としてのテレピ局（三大ネットワー
　　クならびに現在の斗大ネットワーク）との市場をめぐる競争は極めて激しいものがある。詳しく
　　はLitman［1998］で論じられている七
　（4）差別価格の理論的枠組みはビグーによって論じられた。ピグーによる分類に基づくなら，差別
　　価格は以下のような第1種・第2種・第3種の3つに分けられる。第1種の差別価格（P1）：個々
　　の消費者の最大支払意恩額と一致する価格を個別に設定する完全な差別価格であり，企業は個々
　　の消費者ごとに利潤の最大を図ることができる日第2種の差別価格（P壇）：需要量に応じて異なる
　　価格を設定する差別価格であり，二部瀞金や数量割引などに代表される非線形的な価格形成であ
　　る。視聴者が様々な価格と数量のメニューを選択できるために自己選択価格とも呼ばれる竈第3
　　種の価格差別（Pヨ）：消賓者を選好や需要量でいくつかのタイプに分けてグループ化し，そのグ
　　ループ毎に差別価格を設ける。学生割引や夜間割引などのように，需要の価格弾力性に反比例し
　　た差別価格であり，ラムゼ｝ルールあるいは逆弾カ僅ルールと呼ばれている。このような3つ
　　の差別価格形成（P］，P。，Pヨ）の違いは，均一価格（Pu）とを比較することによって明らかとなる。
　　もし視聴者を完全に識別できるなら，視聴者の消費者余剰をすべて独占企業の利潤に変えられる
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　から，利潤最大化という独占企業の観点からは明らかにP、〉P。〉Pヨ〉Pfの順序で選ばれるはず
　である。視聴者を高所得者と低所得者に分けた場合には，高所得者の視点からはPf〉P。〉P茗〉P］
　の順序となるはずである。なぜなら高所得者の支払意思額は高く，その留保価格も高いので，差
　別個格の場合には均一価格の場合より高い価格を払わされることになる。従って，均一価格を選
　び，消費者余剰を大きくしようとする。逆に低所得者の支払意思額は低いから，需要弾力僅に応
　じた蔓別価格が望ましい。従って低所得者の場合には，P，〉Pf＞Pl＝P空の順序で選ぱれるはずで
　ある坦差別価格についてユニバーサル・サーピスとの関連で，依田高典「価格差別化とユニバー
　サル・サーピス」ユ999隼度公益事業学会第49回大会研究報告予稿集，5－10頁が参考となる。
（5〕テレピ放送のデジタル化，特にDVD技術によって自宅でも映画館に匹敵する画質と音響を得
　られるようになっていん従って急速に拡大しつつあるDVDによってこれまでのウィンドウズ
　戦略に大きな変化がもたらされるであろう。しかし，このことは映画鎗の衰退を意味しないかも
　しれない。なぜなら映画館そのものが多機能化して別の機能を持つ可能性もあり，また「仲聞と
　一緒に見ること」が映画館に行く重要な動機である限り、映圃館の役割は残ると考えられるから
　である。
㈹　NTSC方式（Nati㎝al　Te1evislo回System　Co皿mittee）とは，カラーテレビと白黒テレピとの両
　立性を重視した伝統的な伝送方式であり，日本・米国・韓国などで使用されている。欧州では
　PAL方式が採用されており，NTSCとの間に互換性がない。
17〕ここでは画質にこだわる視聴者の支払意恩額と画質にこだわらない視聴者の支払意思額の格差
　がかなり大きいと想定されている。両者の画質に対する支払意思額の違いはまたその隈界評価額
　の違いに示されている螂画質を重視する視聴者の場合，普通の画質に対する支払意思額と商画質
　に対する支払意思額の差で示される限界評価額は400円と想定されている。これに対して，画質
　にこだわらない視聴者の較差はわずか工oo円に過ぎない。こうした画質に対する視聴者の限界評
　価額が差別価格形成に大きな影響を及ぼす。
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